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株式会社 ROSECC の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社エイチアンドエフの子会社である株式会社

ROSECC の株式を取得し、子会社化することを決議いたしましたので、お知らせいたしま

す。 

記 

1. 株式取得の理由 

当社では、コア技術の活用による各種産業機器の開発・製造や、各種ディスペンサ

ー等の厨房の自動化機器の開発・製造を事業とするインダストリーセグメントを、当

社成長の主要な柱の一つと位置づけて、その拡大に注力して参りました。 

一方株式会社 ROSECC は、主として自動車業界向けに、ウォータージェット技術、

ロボット技術を生かした各種の自動化システムを企画・開発・販売するファブレス企

業で、その技術を活かせる対象業界の拡大を狙っております。 

そうした両社の経営姿勢や技術力は、親和性と相互補完性を共に有するところか

ら、シナジー効果による双方の事業拡大が大いに期待できるものと考えて、同社株式

を取得することといたしました。 

 

2. 異動する子会社（株式会社 ROSECC）の概要   

(1) 名称 株式会社 ROSECC 

(2) 所在地 名古屋市名東区上社五丁目 406 番地 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 矢本洋一 

(4) 事業内容 1. 工作機械、精密機器の開発、設計、製造 

2. ファクトリー･オートメーションの企画、設計、

施工並びにそれに附帯する機器の販売及び修理 

3. 産業用ロボット及びロボット装置の製造、販売 



 

4. 産業廃棄物処理装置の開発、製造、販売 

5. 化学、工業薬品の販売 

6. 色素に関する原料の販売 

7. 窯業原料の販売 

8. 前各号に附帯関連する一切の業務 

(5) 資本金 ６,787 万円 

(6) 設立年月日 昭和 61 年２月 28 日 

(7) 大株主及び持株比率 株式会社エイチアンドエフ 100.0% 

(8) 当社と当該会社の関係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・人

的関係・取引関係はありません。また、当社の関係者

と当該会社の関係者との間には、記載すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

(9) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 30 年 3 月期 平成 31 年３月期 令和２年３月期 

純資産 533 百万円 552 百万円 563 百万円 

総資産 1,033 百万円 1,091 百万円 894 百万円 

売上高 644 百万円 825 百万円 630 百万円 

営業利益 43 百万円 42 百万円 7 百万円 

経常利益 43 百万円 41 百万円 6 百万円 

当期純利益 27 百万円 21 百万円 19 百万円 

 

3. 株式取得の相手先の概要 

(1) 名称 株式会社エイチアンドエフ 

(2) 所在地 福井県あわら市自由ケ丘一丁目 8 番 28 号 

(3) 代表者の役職・氏名 取締役社長 柿本精一 

(4) 事業内容 プレス機械、FA システム製品の製造・販売及びアフ

ターサービス工事 

(5) 資本金 10 億 5,500 万円 

(6) 設立年月日 昭和 39 年 8 月 18 日 

(7) 大株主及び持株比率 日立造船株式会社 100% 

(8) 当社と当該会社の関係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・

人的関係・取引関係はありません。また、当社の関係

者と当該会社の関係者との間には、記載すべき資本

関係・人的関係・取引関係はありません。 



 

4. 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数 ０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：0.0%） 

(2) 取得株式数 742 株 

（742 個） 

(3) 異動後の所有株式数 742 株 

（議決権の数：742 個） 

（議決権所有割合：100.0%） 

 

取得価額につきましては、第三者による株式評価額をもとに、相手方との協議の上決定

したものであり、当社取締役会において公正かつ妥当と判断しております。なお、取得

価額につきましては、相手先との守秘義務により、非開示とさせていただきます。 

 

5. 日程 

(1) 取締役会決議 令和２年９月 18 日 

(2) 契約締結日 令和２年 9 月 18 日 

(3) 株式譲渡実行日 令和２年 10 月１日 

 

6. 今後の見通し 

本株式取得による当期業績への寄与は、今後、公表すべき事項が生じた場合には速やか

に開示いたします。 

 

以 上 


